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平成２８年１０月２８日（金）午後３時３０分

から、盛岡市のホテルメトロポリタン盛岡ニュー

ウイングにおいて、不動産公正取引協議会連合会

（以下「連合会」といいます。）第１４回通常総

会が開催され、当協議会から、中井会長（連合会

会長）、牧山副会長（同副会長）、小田桐副会長

（同理事）、荻原副会長、桃野副会長、大堀副会

長、野島副会長及び谷専務理事（同常務理事）が

出席しました。

総会には、ご来賓として、消費者庁表示対策課

の猪又課長補佐、公正取引委員会事務総局東北事

務所の寺本取引課長、国土交通省不動産業課の佐

藤課長補佐、同省東北地方整備局の丹藤不動産適

正取引対策官、岩手県建築住宅課の辻村住宅課長

のほか、公益社団法人全国宅地建物取引業協会連

合会の伊藤会長及び公益社団法人全日本不動産協

会の原嶋理事長がご臨席されました。

総会は、連合会の中井会長（当協議会会長）の

挨拶（別掲）及び幹事協議会である東北地区協議

会の多田会長（連合会副会長）の歓迎挨拶に引き

続き、消費者庁の猪又課長補佐、公正取引委員会

不動産公正取引協議会連合会
第１４回通常総会開催

東北事務所の寺本取引課長及び国土交通省の佐藤

課長補佐からご挨拶（別掲）があり、次いで、多

田会長を議長に選出した後、次の議案が審議され、

いずれも異議なく承認され、午後５時には議事が

終了となりました。

第１号議案 平成２７年度事業報告承認の件

第２号議案 平成２８年度事業計画承認の件

第３号議案 役員選任の件

第４号議案 各地区不動産公正取引協議会の当

面する課題

第５号議案 第１５回通常総会の幹事協議会

（北海道協議会）の件

なお、今期は役員改選期に当たることから、第

３号議案（役員選任の件）を承認した後、総会を

暫時休会し、総会で選任された理事により、会長、

副会長及び常務理事の互選のため第３回理事会を

開催しました。

互選の結果、これまでどおり、会長には当協議

会の中井会長が、副会長には他の８地区の協議会

会長と当協議会の牧山副会長が、常務理事には、

当協議会の谷専務理事がそれぞれ選出されました

（６頁「不動産連合会役員名簿」参照）。

通常総会終了後、懇親会を開催し、東北地区協

議会の多田会長の挨拶の後、ご来賓の公益社団法

人全国宅地建物取引業協会連合会の伊藤会長及び

公益社団法人全日本不動協協会の原嶋理事長から

ご挨拶があり、続いて、前回幹事である九州協議

会の加藤会長（連合会副会長）の発声により乾杯

が行われ、懇談後、次回幹事である北海道協議会

の細井副会長（連合会理事）の中締めで散会とな

りました。
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【ご来賓及び会員の皆様への謝辞省略】

各地区協議会は、適正な

不動産情報の提供、不動

産広告に対する信頼の向

上及び不動産取引の公正

化を目的に、公正競争規

約の積極的な普及啓発と

適正な執行を行っており

ます。併せて、公正競争

規約の公正・中立な運用

機関として円滑、かつ、

効果的に事業を遂行しており、当連合会は、これ

らの事業をサポートして参りました。

しかしながら、インターネットが飛躍的に普及

し、ポータルサイトに掲載される不動産広告も著

しく増加しております。これに伴いまして、実際

には存在しない架空物件や成約済み物件、取引す

る意思のない物件など、いわゆる「おとり広告」

が非常に増加し、社会問題にもなっている状態で

ございます。このような状況を是正するため、各

地区協議会は、ポータルサイト運営会社や関係機

関等と連携して是正措置を講じているところでご

ざいますが、不当な表示は残念ながら一向に後を

絶たない状況にあります。

本日の総会におきまして、各地区協議会から

「おとり広告」の実態やその是正に関する取組み

などについて、ご報告があると伺っております。

今後も皆様方のご協力を頂きながら、業界全体

の更なる発展と地位向上を目指し、会長職という

責務を全うする所存ですので、どうぞ宜しくお願

い申し上げます。

本日は、事業報告の後、事業計画などをご審議

いただくほか、各地区の協議会において当面する

諸問題などについても、ご協議いただくことにな

っております。

この機会に忌憚のないご意見をいただき、本日

の総会がその目的を達成できますことを期待いた

しますとともに、消費者庁、公正取引委員会、国

土交通省、岩手県の関係行政機関をはじめ、各地

区協議会やその構成団体、そして、その全国団体

の皆様には、格段のご理解、ご指導を賜りますよ

うお願い申し上げ、私の挨拶とさせていただきま

す。ありがとうございました。 （文責事務局）

不動産公正取引協議会連合会
第１４回通常総会

中井 会長 挨拶

本日は、不動産公正取

引協議会連合会第１４回

通常総会にお招きいただ

きまして、誠にありがと

うございます。

不動産公正取引協議会

連合会の皆様に置かれま

しては、創立以来、景品

表示法に基づいて認定さ

れた不動産の公正競争規

約の適正な運用に努めていただきました。

まず、この点につきまして、中井会長をはじめ

とする現役員の方々、そして、これまで適正化に

御尽力されました関係各位の御努力に対し、敬意

を表しますとともに、不動産公正取引協議会連合

会の活動を通じて、消費者庁の消費者行政に賜り

ましたご支援につきまして、この場をお借りいた

しまして、厚く御礼申し上げます。

特に最近、先程お話がありました、ポータルサ

イト広告における「おとり広告」の違反対策とし

て新たな方策にも取り組んで頂いていることに関

しても感謝いたします。

消費者庁は、平成２１年９月に発足し、本年で

発足してから７年を経過したところです。その間、

消費者行政の「舵取り役」として、消費者が主役

となって、安心して安全で豊かに暮らすことがで

きる社会を実現するために、関係機関と密接に連

携し、さまざまな施策を講じてまいりました。今

後も引き続き、消費者・生活者の視線に立ち、一

層積極的に取り組むよう努めてまいりたいと考え

ております。

景品表示法をめぐる動きとしましては、平成２５

年秋、有名ホテルや百貨店のレストラン等のメニ

ュー、料理の食品表示問題を受けて、平成２６年

に２度にわたって景品表示法の改正が行われまし

た。

１度目の改正は、不当表示等を未然に防止する

ため、事業者のコンプライアンスに関する規定が

導入されたほか、都道府県においても、監視指導

体勢の強化、つまり都道府県単位でも調査をして、

措置命令、法違反を問うというような権限を付与

することができました。

この改正は平成２６年１２月に施行され、平成

消費者庁 表示対策課
猪又 課長補佐 ご挨拶
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２７年度には都道府県知事名で３件の措置命令が

行われております。こういったことは、円滑にス

タートを切ることが出来たのではないかと考えて

います。

２度目の改正は、優良誤認や有利誤認といった

不当表示行為に対する抑止力の強化のために、新

たに不当表示を行った事業者に対して経済的な不

利益を賦課するというかたちの課徴金制度を設け

たもので、課徴金制度は本年４月１日から施行さ

れています。まだ課徴金が課されたという事例は

出ていませんけれども、年度内には１件ぐらい出

てくるのではないかと考えております。

このように景品表示法の大きな改正がありまし

たが、何が不当表示に当たるか、あるいは、何が

過大な景品類の提供に当たるかという実体規定の

部分は一切変わっておりません。ですから、その

点は、ご安心いただいて、公正競争規約を従来通

り守っていただく取り組みを進めていただければ

と思っております。

景品表示法の運用につきましては、平成２７年

度は、１３件の措置命令を行ったところです。今

後も一般消費者の適正な商品選択の確保のため、

景品表示法の厳正かつ迅速な執行に努めてまいり

ます。

また、法改正により導入されました事業者のコ

ンプライアンスに関する規定に基づく処理という

のは、平成２７年度に８４件の指導をしておりま

す。措置命令を行えば、事業者が講ずるべき、管

理上の措置ということについて、指導・助言を行

っているのですけれども、公表されていない指導

案件についても、会社として、事業者として、ち

ゃんと社内を管理していただくようにしていただ

いています。

景品表示法は、誤認を与える不当表示、商品選

択を歪める過大景品類を広く規制するものでござ

いますけれども、多種多様な事業分野の広範囲な

商品サービスを対象にしているということで、極

めて抽象的な記載になっております。

他方、公正競争規約というのは、景品表示法を

ベースにして、更にサービスの特性とか取引実態

に即した具体的な表示や景品のルールを作ってい

ただいているもので、積極的な表示をするにはど

うしたらよいかとか、基本的な表示についてはこ

ういうルールでやりましょうというものを作って

頂いており、まさに、景品表示法の目的達成に大

きく寄与するものであると考えております。

ですから、不動産公正取引協議会の役割も非常

に重要であり、今後とも、消費者庁としても、期

待をさせていただいているところでございます。

消費者庁としましては、公正取引協議会ととも

に景品表示法の目的達成に向け努力するとともに、

皆様方の活動を積極的に支援してまいりますので、

引き続き、ご協力をお願いいたします。

結びにあたり、貴連合会、また、各地区の不動産

公正取引協議会、そして本日御出席の皆様方の今後

の益々の御発展・御健勝を祈念いたしまして、簡単

ではございますが私からの挨拶とさせていただきま

す。ありがとうございました。 （文責事務局）

本日は、不動産公正取

引協議会連合会第１４回

通常総会にお招きいた

だきまして、ありがと

うございます。

本日、東北地区をは

じめ９つの地区から関

係者の皆様多数ご出席

の下、このように盛大

に通常総会が開催され

たことをお喜び申し上げます。

また、日頃、皆さまにおかれましては、各地区

におきまして、公正競争規約の遵守あるいは不動

産連合会、各協議会の運営にご尽力いただきまし

て誠にありがとうございます。心から敬意を表し

たいと思います。

さらに、公正取引委員会の日ごろの競争政策の

活動に対してもご理解またご支援を頂きまして、

改めて御礼申し上げます。

先程、消費者庁の猪又課長補佐からもお話があ

り、話が重複するかもしれませんが、公正競争規

約、これは事業者自らが表示や景品の提供につい

て、業界の商品特性や取引の実態に即して、必要

記載事項あるいは特定用語の使用、そういったも

のを定めてあるルールでございます。景品表示法

どおり、消費者が合理的に自主的な判断で商品選

択できる、そういう環境づくりのために極めて重

要な役割を担っております。

また、事業者が提供する商品の内容にあった表

示をする、このことが私ども公正取引委員会が所

管する独占禁止法が目指す事業者間の公正で自由

な競争、これを確保するうえで必要不可欠なもの

でございます。言い換えますと、景品表示法ある

公正取引委員会 事務総局
東北事務所 寺本 取引課長 ご挨拶
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いは独占禁止法の目的を達成するうえで、公正競

争規約の果たすべき役割というのは極めて大きい

ものであると考えております。

また、公正競争規約の根拠となります景品表示

法、先程、猪又課長補佐からもお話がありました

けれども、平成２６年に２回の改正がなされてお

ります。今年の４月には、一定の不当表示に対し

ては課徴金制度も導入されているところでござい

ます。各事業者においては、コンプライアンスと

ともに表示の適正化により一層取り組んでいく必

要があると思いますけれども、公正競争規約につ

いては、これを遵守していれば景品表示法上の違

反行為には問われない、また、課徴金につきまし

ても、遵守していれば、不当表示として課徴金を

命じられることもないこと、これは消費者庁の制

定している課徴金のガイドラインにも明記されて

います。公正競争規約というのは、その重要性が

改めて認識されるとともに、また、今後ますます

その役割への期待というのは高まっていくものだ

と思います。

貴連合会、また、各地区協議会におかれまして

は、引き続き公正競争規約の遵守、また、違反行

為に対する厳正な対処、こういった取り組みを通

じまして、消費者が安心して商品選択をできる環

境が進んでいき、また、事業者間の公正かつ自由

な競争の一層の促進が図れることを期待するとこ

ろでございます。

公正取引委員会においても、景品表示法の違反

行為に対する調査を行っております。また、消費

者庁に協力するという形で、事業者からの相談対

応ですとか、研修への講師派遣、そういった普及

啓発活動にも取り組んでいるところでございます。

公正取引委員会も景品表示法の運用の一端を担

いつつ、業界における公正かつ自由な競争の環境

整備に取り組んでまいろうと思いますので、引き

続きのご支援・ご協力を賜りますようお願いいた

します。

最後になりますが、公正競争規約の遵守を通じ

まして、不動産業界が消費者から高い信頼を受け、

業界全体が健全に発展しますことを祈念しますと

ともに、貴連合会と各協議会の益々のご発展と本

日ご列席の皆様のご健勝とご活躍を心より祈念い

たしまして私の挨拶とさせていただきます。

（文責事務局）

本日は、不動産公正取

引連合会第１４回総会に

お招きいただきましてあ

りがとうございます。

また、総会がこのよう

に盛大に開催されますこ

とを心からお喜び申し上

げます。

ご出席の皆様方は、平

素から、不動産行政をは

じめ国土交通行政全般にわたり格段のご理解とご協

力を頂きまして、誠にありがとうございます。この

場をお借りしまして、厚く御礼申し上げます。

近年、インターネットにおけるおとり広告につい

て、各地区協議会において必要な措置を講じていた

だき、改善に向けた取り組みというのが進んでいる

と聞き及んでおります。これにつきましては、大変

感謝しているところでございます。どうもありがと

うございます。

表示に関する公正競争規約、こちらに基づいて取

り組まれる不動産広告の適正化に向けた事業という

のは、消費者の保護、そして、不動産業界の健全な

発展に欠かすことのできないものであり、皆さまは

大きな役割を担っていただいていると考えています。

国土交通省といたしましても、皆さまの取り組み

と手を携えてやっていきながら、安心・安全な不動

産流通の実現に向けて、併せて、消費者庁、公正取

引委員会、関係機関との連携を深めながら積極的に

対応していきたいと思っております。引き続き皆様

のご協力を頂きますよう、宜しくお願い致します。

貴連合会におかれましても、今後とも、公正競争

規約の適正な運用の推進に努めていただくとともに

引き続き不動産広告の適正化に向けた事業の充実に

期待するところでございます。

特に、これから年度末にかけて宅地建物取引が増

加する時期になってくるかと思います。その中で、

今後とも、業務の適正な運営と宅地建物の公正な取

引の確保を図るためにも、関係者に対する注意喚起

等をお願いしたいと思います。

結びに、不動産業のさらなるご発展と本日ご出席

の皆様の益々のご健勝とご活躍を祈念いたしまして、

私の挨拶とさせていただきます。

（文責事務局）

国土交通省 不動産業課
佐藤 課長補佐 ご挨拶
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■１０月１２日(水) 一般社団法人全国公正取引

協議会連合会 連絡会議

東海大学校友会館（千代田区）において、午後

３時から標記会議が開催され、当協議会から齊藤

事務局長及び佐藤事務局次長が出席しました。

会議では、初めに、連合会の糸田会長代行から

開会の挨拶があり、続いて、消費者庁の東出審議

官の挨拶の後、消費者庁の大元表示対策課長から

「景品表示法の最近の運用状況及び課題」及び１

都８県（栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京

都、神奈川県、新潟県、山梨県及び長野県）の各

担当官から「地方公共団体における景品表示法の

運用状況」について説明があり、これらについて

質疑応答が行われました。

次に、公正取引委員会の岩成取引企画課長から

「独占禁止法を巡る最近の動向」について説明が

あり、続いて、旅行業公正取引協議会及び果実飲

料公正取引協議会から「公正競争規約の最近の運

用状況」並びに連合会事務局から「連合会の取組

状況」についてそれぞれ説明があった後、これら

について質疑応答が行われました。

■１０月１３日(木) 調査指導委員会・事情聴取会

当協議会会議室において、午後０時４０分から

調査指導委員会（第２小委員会主宰）を開催しま

した。

会議では､初めに、桃野副会長・調査指導委員

会委員長の挨拶の後、「ポータルサイト広告適正

化部会による規約違反事業者への対応」について

審議・承認し、これを１０月２５日開催の理事会

に上程することとしました。

続いて、谷専務理事から「平成２８年９月度の

処理件数等の状況」など、前回の調査指導委員会以

降の業務概況を報告しました。

引き続き、消費者庁、東京都、神奈川県、埼玉

県及び一般財団法人不動産適正取引推進機構の担

当者出席のもとに事情聴取会を開催し、玉井第２

小委員会委員長の司会により、まず事務局職員か

ら、当日、事情聴取を予定している６社の広告表

示等の調査結果について説明を行い、次いで、こ

の６社の代表者等から表示規約違反の疑いのある

広告表示について、その作成経緯、表示内容と事

１０月の業務概況

会 議 等

実の相違点、今後の改善策等について事情聴取を

行いました。

なお、６社のうち５社については、事情聴取を

行った事案に対する調査指導委員会としての事実

認定と違反内容を勘案した措置案について審議・

決定し、１０月２５日開催の理事会に諮ることと

しましたが、残る１社については、再度事情聴取

することとしました。

■１０月１４日(金) 違反不動産広告物規制のため

の方策の検討及び意見交換会

ホテルルポール麹町（千代田区）において、午後

５時から、公益社団法人東京都宅地建物取引業協会、

公益社団法人全日本不動産協会東京都本部及び当協

議会による標記会議が開催され、当協議会から谷専

務理事及び齊藤事務局長が出席しました。

会議では、当協議会から、「住宅新報（２０１６

年８月２３日号）の掲載記事『業界、本格始動へ

おとり広告をなくせ』」及び「ポータルサイト広告

適正化部会による規約違反事業者への対応」につい

て説明を行い、意見交換を行いました。

■１０月２１日(金) 一般社団法人不動産流通経営

協会 広告マニュアルワーキング

同協会会議室（港区）において、午後３時から、

標記会議が開催され、当協議会から佐藤事務局次

長が出席しました。

会議では、「ＦＲＫインターネット広告マニュ

アル制作案」及び「各社が抱えている問題点等」

について意見交換が行われました。

■１０月２５日(火) 第７回理事会

ホテルメトロポリタンエドモント（千代田区）

において、午後０時５０分から、平成２８年度第

７回理事会を開催しました。

会議では、中井会長が議長となり挨拶の後、初

めに、谷専務理事の提案により、「賛助会員の入

会」（後掲）及び「ポータルサイト広告適正化部

会による規約違反事業者への対応」について審議

・承認しました。

続いて、桃野副会長・調査指導委員会委員長の

提案により「公正競争規約違反事業者５社に対す

る措置」について審議し、いずれも調査指導委員

会の措置案のとおり決定しました（後掲）。

最後に、谷専務理事から、前回の理事会以降の

業務概況等を報告しました。

■１０月２７日(木) 不動産公正取引協議会連合会

幹事会

ホテルメトロポリタン盛岡ニューウイング（盛

公取協通信第272号（平成28年11月号）
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岡市）において、午後３時から、東北地区協議会

が世話役となり標記幹事会を開催し、当協議会か

ら谷専務理事（連合会常務理事）、齊藤事務局長

及び佐藤事務局次長が出席しました。

会議では、連合会の谷常務理事の挨拶の後、初

めに当協議会から翌日行われる連合会の第２回理

事会及び第１４回通常総会に付議すべき議案や理

事会・通常総会の進行等について説明し、了承さ

れました。

次に、平成２８年度事業計画案における検討事

項として、「公正競争規約及び同施行規則の見直

し」、「インターネット広告の適正化の推進」の

ほか、「景品表示法違反における『措置命令と課

徴金』」等について意見交換を行いました。

■１０月２８日(金) 不動産公正取引協議会連合会

第２回理事会

ホテルメトロポリタン盛岡ニューウイング（盛

岡市）において、午後３時から、標記理事会が

開催され、当協議会から中井会長（連合会会

長）、牧山副会長（同副会長）、小田桐副会長

（同理事）及び谷専務理事（同常務理事）が

出席しました。

会議では、「不動産公正取引協議会連合会第１４

回通常総会に付議すべき議案」について審議・承

認されたほか、首都圏協議会から「ポータルサイ

ト広告適正化部会による規約違反事業者への対

応」について報告しました。

■１０月２８日(金) 不動産公正取引協議会連合会

第３回理事会

ホテルメトロポリタン盛岡ニューウイング（盛岡

市）において、通常総会の「第３号議案（役員選

任の件）」を承認した後、総会を暫時休会し、総会

で選任された理事により、会長、副会長及び常務理

事の互選のため第３回理事会を開催しました。

互選の結果は、次のとおりです。

【不動産連合会役員名簿】

役 職 氏 名 地区協議会

会 長 中井加明三 首都圏協議会

副 会 長 朝野 邦夫 北海道協議会

〃 多田 幸司 東北地区協議会

〃 牧山 烝治 首都圏協議会

〃 加藤 信一 北陸協議会

〃 岡本 大忍 東海協議会

〃 松尾 信明 近畿地区協議会

〃 津村 義康 中国地区協議会

〃 日下 雅彦 四国地区協議会

〃 加藤 龍雄 九州協議会

常務理事 谷 正志 首都圏協議会

理 事 細井 正喜 北海道協議会

〃 赤田 英博 東北地区協議会

〃 小田桐信吉 首都圏協議会

〃 吉本 重昭 北陸協議会

〃 初澤 宣廣 東海協議会

〃 柴田 茂德 近畿地区協議会

〃 上原 祥典 中国地区協議会

〃 清水 哲也 四国地区協議会

〃 野田 雅巳 九州協議会

監 事 木村 利己 近畿地区協議会

１０月２５日開催の第７回理事会において、次

の２社について、賛助会員への入会が承認されま

した。

なお、これにより賛助会員数は１２２社となり

ます。

１ 社 名：株式会社レックアイ

代表者：鈴木 德之 氏

所在地：豊島区南池袋２－３０－１７

２ 社 名：株式会社ウェイブコミュニケーションズ

代表者：八所 和己 氏

所在地：渋谷区千駄ヶ谷５－８－６

会員団体等が主催する公正競争規約研修会に講

師として当協議会職員を派遣しています。

１０月度は、次のとおり１０会場・８７９名を

対象として実施されました。

◆１０月 ７日

主催：(公社)東京都宅地建物取引業協会

対象：会員事業者６９名（三鷹市）

◆ １１日

主催：(公社)東京都宅地建物取引業協会

対象：会員事業者２３２名（港区）

◆１０月１３日

主催：住友不動産販売(株)

対象：社員１９３名（新宿区）

賛助会員の入会

公正競争規約研修会
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◆ １４日

主催：住友不動産販売(株)

対象：社員９３名（大阪市）

◆ １８日

主催：(公社)全日本不動産協会神奈川県本部

対象：新入会員事業者４０名（横浜市）

◆ １８日

主催：エイ・ワン少額短期保険(株)

対象：賃貸事業者３７名（千代田区）

◆ ２０日

主催：(公社)東京都宅地建物取引業協会

対象：新入会員事業者等２３名（世田谷区）

◆ ２１日

主催：三菱地所レジデンス(株)

対象：社員４２名（千代田区）

◆ ２８日

主催：(株)中央住宅

対象：ポラスグループ社員６５名（越谷市）

◆ ３１日

主催：東日本住宅(株)

対象：社員８５名（新宿区）

Ａ社：横浜市港北区所在 免許更新回数(２)

《措置：厳重警告・違約金》

対象広告：インターネット広告「ホームズ」

賃貸住宅５物件

◆おとり広告

◎ 既に契約済みで取引できないにもかかわらず、

契約日の９か月半以上から１か月以上後に新規

に情報公開を行い、以降更新を繰り返し、広告

時点まで長いもので１か月半以上、短いもので

も２１日間継続して広告（４件）。

◎ 新規に情報公開後に契約済みとなり、取引で

きないにもかかわらず、更新を繰り返し、広告

時点まで約９か月間継続して広告（１件）。

◆取引内容の不当表示

◎ 「ＣＡＴＶ、ＢＳアンテナ」、「ＢＳアンテ

ナ、光ファイバー」 ➔ いずれも設置されてい

ない（各１件）。

Ｂ社：さいたま市緑区所在 免許更新回数(４)

《措置：厳重警告・違約金》

対象広告：インターネット広告（自社ホームページ）

公正競争規約違反に対する措置等

新築住宅３物件及び新築分譲住宅２物件

◆おとり広告

◎ ４物件は販売戸数のすべてが、１物件は販売

戸数２戸のうち１戸が新規に情報公開後に契約

済みとなり、取引できないにもかかわらず、広

告時点まで長いもので６か月半以上、短いもの

でも３か月以上継続して広告。

◆取引内容の不当表示

◎ 「容積率２００％」 ➔ １６０％（１件）。

◆表示基準違反

◎ 紹介ローンである旨不記載（５件）。

◎ 「○○小学校通学区域 ○○中学校通学区

域」と記載 ➔ 物件までの道路距離不記載（１

件）。

◆必要表示事項違反

◎ 新築分譲住宅について、５項目（土地面積、

建物面積、建物の建築年月、建物の主たる部分

の構造及び用途地域）不記載（１件）。

◎ 次回の更新予定日不記載（５件）。

Ｃ社：相模原市緑区所在 免許更新回数(１)

《措置：厳重警告・違約金》
対象広告：インターネット広告

「スーモ」・「自社ホームページ」

賃貸住宅１０物件

◆おとり広告

◎ 新規に情報公開後に契約済みとなり、取引で

きないにもかかわらず、更新を繰り返し、広告

時点まで長いもので４か月半以上、短いもので

も３０日間継続して広告（６件）｡

◆取引条件の不当表示

◎ 「賃料６.６万円」、「保証金６.６万円」

➔ いずれも７１,０００円（１件）。

◎ 「保証会社 利用可」等と記載し、保証会社

の利用が不要であるかのように表示 ➔ 保証会

社の利用が取引の条件で、保証料を要す（３

件）。

◎ 「ネット使用料不要」 ➔ 通信料が１メガバ

イトまでは無料であるが、これを超過した分は

通信料に応じた使用料を要す（１件）。

◎ ルームクリーニング費用（２件）及び鍵交換

費用（１件）を必要とするのに、その費目及び

その額不記載。

◆取引内容の不当表示

◎ 「南向き」 ➔ 西向き（１件）及び南西向き
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（２件）。

◎ 「駅前」（３件）、「分譲タイプ」（１件）、

「東南角住戸」（１件） ➔ いずれもその事実

なし。

◎ 「２面採光」 ➔ １面採光（１件）。

◎ 「防犯カメラ」、「ＢＳ、ＣＡＴＶ、オート

ロック」、「２４時間換気システム」、「家具

付」、「温水洗浄便座」、「エレベーター」

➔ いずれも設置されていない（各１件）。

◆表示基準違反

◎ 「内装リフォーム済」 ➔ リフォームの内容

及び時期不記載（１件）。

◆必要表示事項違反

◎ 「保証会社 利用必」等と記載 ➔ 保証料不

記載（３件）。

Ｄ社：町田市所在 免許更新回数(１)
《措置：厳重警告・違約金》

対象広告：インターネット広告「スーモ」

新築分譲住宅１０物件

◆おとり広告

◎ 販売戸数の全部又は半数以上は、新規に情報

公開後に契約済みとなり、取引できないにもか

かわらず、更新を行い、広告時点まで長いもの

で６か月以上、短いものでも１８日間継続して

広告（１０件）｡

◎ 「販売戸数１６戸」、「価格３４８０万円～

４４８０万円」、「建物面積９４.３９㎡～９

６.８８㎡」、｢土地面積１２５.４３㎡～１３

１.４㎡」等と記載 ➔ 販売戸数、価格、建物

面積及び土地面積は、契約済み住戸を含んで記

載しているため、実際に取引できる住戸は１戸

のみ（価格４,０８０万円、建物面積９６.８７

㎡、土地面積１２５.５３㎡）（同様の違反８

件）。

◆特定事項の明示義務違反

◎ 販売戸数３戸のうち２戸は、土地面積に路地

状部分を含む旨及びその割合（約３２％、約３４

％）又は面積不記載（１件）。

◎ 販売戸数８戸のうち４戸は、路地状部分を含

むと認識できる区画図を掲載してはいるが、土

地面積に路地状部分の割合（約３２％～約３３

％）又は面積不記載（１件）。

Ｅ社：新宿区所在 免許更新回数(１)

《措置：厳重警告・違約金》

対象広告：インターネット広告

「いい部屋ネット」・「マイナビ賃貸」

賃貸住宅１０物件

◆おとり広告

◎ 次の理由から、「おとり広告」と認められる

（８件）。

(1) 実際の賃料よりも著しく安い賃料で広告し

ていること。

(ア) 「７.０万円」 ➔ １１５,０００円

(イ) 「６.０万円」 ➔ ８３,０００円
(ウ) 「６.５万円」 ➔ １０４,０００円

(エ) 「６.９万円」 ➔ １０４,０００円
(オ) 「５.０万円」 ➔ ９４,０００円

(カ) 「７.５万円」 ➔ １１７,０００円

(キ) 「７.０万円」 ➔ １１５,０００円
(ク) 「７.０万円」 ➔ １１１,０００円

(2) いずれも契約済みで取引できないにもかか

わらず、契約日の４年１０か月以上後から３

日後に新規に情報公開していること。

◎ 新規に情報公開後に契約済みとなり、取引で

きないにもかかわらず、更新を繰り返し、広告

時点まで２か月以上及び１か月以上継続して広

告（２件）。

◆取引条件の不当表示

◎ 「連帯保証人 不要」、「保証人代行：（任

意）」等と記載し、保証人も保証会社の利用も

不要であるかのように表示 ➔ 保証会社を利用

しない場合は、保証人が必要であり、保証人が

いない場合は、保証会社の利用が取引の条件で、

保証料を要す（５件）。

◎ 「保証人代行：任意」と記載し、保証会社の

利用が任意であるかのように表示 ➔ 保証会社

の利用が取引の条件で、保証料を要す（３件）。

◎ 「連帯保証人 不要」 ➔ 保証人を要す（１件）。

◎ 「敷金０円」 ➔ ９４,０００円～１１５,０

００円の敷金を要す（４件）。

◎ 鍵交換費用（６件）、ルームクリーニング費

用（２件）、除菌抗菌費用（２件）及び２４時

間サポート費用（２件）を必要とするのに、そ

の費目及びその額不記載。


